
( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) 100%

成果目標
（指標）

及び進捗状況

【H30成果目標】
デジタル防災行政無線及び相互通信シス
テムを活用した、避難訓練（2回以上/年）を
実施し、訓練時に防災無線放送・通信が伝
達されたか（100%）を、アンケートにより確認
し、本事業のあり方を検証する。

目　標

進
捗
状
況
説
明

未整備である15局のアナログ子局をデジタル子局するため、防災行政無線施設整備工事を完了した。

目標値
（30年度）

防災行政無線の工事の完了

目　標 15箇所

実　績 15箇所

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
29年度 30年度 31年度

目　標

実　績

予算の状況の説明
適切に事業を執行できた。
なお、不用額1,804千円については、入札残によるものである。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

29年度 30年度 31年度 32年度

有線子局のデジタル子局化工事の実施：15
箇所

目　標 15箇所

実　績 15箇所

達
成
状
況
説
明

15局あるアナログ子局について、デジタル化及び相互通報システムを整備した。

執行率（％）(B/A) 99.9% 95.2% 97.8%

次年度繰越額 0 0 0

うち交付金充当額 22,101 7,205 65,102

B．執行済額 27,626 9,007 81,378

9,461 83,182

A．計(b+d) 27,658 9,461 83,182

(d)繰越額 － － －

(a)当初予算額 28,476 9,591 83,182

実施方法  　 ■直接実施　　　　　□委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

　27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

予
算
の
状
況

(c)増減額(b-a) ▲ 818 ▲ 130 0

(b)予算現額 27,658

市町村名 中城村

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

1－① 防災行政無線機能強化事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－２－（４）－イ

災害に強い県土づくりと防災体
制の強化

担当部課名

効果発現年度 　　□当年度　　　　　　　　■後年度（30年度）

総務課
事業実施

（予定）年度
平成27～29年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－１０－（２）

事業内容
災害時における情報伝達手段を確保し、村民及び観光客等の安全の確保を図るため、防災行政無線のデジタル化及び相互通信システムを整
備する。



資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○請負業者は指名競争入札で選定しており、妥当であったと
考えている。
○予定していた事業内容はすべて実施された他、活動目標・
成果目標も達成しており、不用額は事業費の５％以内であっ
ため予算規模は適切であったと考える。
○費目、使途については精算段階で検査を実施しており、目
的に即し、必要なものであったと判断した。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

- 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

81,378 81,378 65,102 16,276 0

今後の取り組み方針

（防災行政無線の工事の完了）
・今後は、整備したデジタル子局及び相互通報システムを活用した防災訓練を年2回実施し検証することで、機器の使用方法の習得及び災害発生時における村
民、観光客等への円滑な情報伝達手段を確保する。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

（防災行政無線の工事の完了）
・防災行政無線の整備は順調に整備することができたが、災害はいつ発生
するかわからず、整備した機器を実際の災害発生時に活用できるかが課題
となっている。

（防災行政無線の工事の完了）
・災害が発生した際に整備した機器を活用できるよう、機器の使用方法を習
得するため、今後は防災訓練等で機器を活用する。

中城村
81,378千円

工事請負費
81,378千円

株式会社比嘉電工
81,378千円 防災行政無線の工事



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

成果目標
（指標）

及び進捗状況 目　標

進
捗
状
況
説
明

非常食の整備を目標通りの整備率が達成でき、避難生活となった場合の災害対応体制が強化された。
今後も計画的に整備を進めていく。

目標値
（31年度）

・非常食　整備率84.6％
（H29年度末整備率　7,616食／全体計画
9,000食）

目　標 35.1% 52.6% 70％ 84.6%

実　績 52.6% 70% 84.6%

H29成果目標（指標）
基準値

（26年度）
27年度 28年度 29年度

目　標

実　績

予算の状況の説明 適切に事業を執行できた。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

29年度 30年度 31年度 32年度

・非常食　1,750食　備蓄整備

目　標 1,750食

実　績 1,750食

達
成
状
況
説
明

当初の活動目標どおり、備蓄食料の整備を実施することができた。

執行率（％）(B/A) 100.0% 93.7% 73.6% 100.0%

次年度繰越額 0 0 0 0

－

うち交付金充当額 830 7,452 4,106 559

B．執行済額 1,038 9,315 5,133 700

30年度

予
算
の
状
況

(c)増減額(b-a) ▲ 866 2,808 0 0

(b)予算現額 1,038 9,944 6,976 700

A．計(b+d) 1,038 9,944 6,976 700

(d)繰越額 － － －

市町村名 中城村

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

1－② 防災体制整備事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－２－（４）－イ

災害に強い県土づくりと防災体
制の強化

担当部課名

効果発現年度 　　□当年度　　　　　　　　□後年度（平成　年度）

総務課
事業実施

（予定）年度
平成26～30年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－１０－（２）

事業内容
災害時において村民及び観光客等の安全の確保を図るため、村民や観光客等が避難所生活を送ることとなった際の非常食や生活物資等の備
蓄整備を行う。

(a)当初予算額 1,904 7,136 6,976 700

実施方法  　 ■直接実施　　　　　□委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

　26年度 27年度 28年度 29年度



資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○請負業者は指名競争入札で選定しており、妥当であったと
考えている。
○予定していた事業内容はすべて実施された他、活動目標・
成果目標も達成しており、不用額は事業費の５％以内であっ
ため予算規模は適切であったと考える。
○費目、使途については精算段階で検査を実施しており、目
的に即し、必要なものであったと判断した。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

- 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

559 141 0

今後の取り組み方針

（非常食　整備率84.6％）
・備蓄食料の整備計画に沿って非常食が確保できるよう、引き続き整備を行う。また、整備した非常食の消費期限を考慮し、常に必要数が確保できるよう、計画的
な補充・更新を行い、災害発生時に備える。
・村民及び観光客等の避難所生活時に必要な備品や生活物資の整備を行う。（H30年度は災害時用仮設信号機及び防災マップの機能強化を計画）

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

（非常食　整備率84.6％）
・災害対策として備蓄食料を村民、観光客等に迅速かつ計画的に配分・供出
する体制を強化するため、整備計画に沿って、引き続き本村における食糧備
蓄の必要数を確保する必要がある。
・災害発生時の迅速な対応を行い、住民及び観光客等の安全を確保するた
めには、非常食の他にも、災害発生時に必要となる備品、避難所における生
活物資の整備等も必要である。

（非常食　整備率84.6％）
・整備計画に沿って、引き続き非常食の必要数の整備を行っていく必要があ
る。また、整備した非常食については、消費期限が過ぎるものが出てくること
も考慮する必要がある。
・災害時の住民及び観光客等の安全確保に向けて、災害発生時に使用する
災害対策本部備品、生活物資の整備を行っていく必要がある。

700 700

中城村
700千円 非常食の購入

需要費
700千円

株式会社非常食研究所
700千円



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

成果目標
（指標）

及び進捗状況

【H31成果目標】
・整備した防災拠点施設を活用した避難訓
練（２回以上/年）を実施することにより、本
事業のあり方について検証する。
・夏祭りや敬老会等、地域交流イベントの
参加者数

目　標

進
捗
状
況
説
明

H29年度は防災拠点及び地域交流施設の実施設計の作成が完了した。

目標値
（H31年度）

防災拠点施設の実施設計の完了

目　標 完了

実　績 完了

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
29年度 30年度 31年度

目　標

実　績

予算の状況の説明
適切に事業を執行できた。
なお、781千円の減額については、入札残によるものである。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

29年度 30年度 31年度 32年度

防災拠点施設の実施設計の実施

目　標 実施

実　績 実施

達
成
状
況
説
明

事業の実施にあたり、住民を含めた打ち合わせの場を設け、検討を重ねながら実施設計を作成することができた。

執行率（％）(B/A) 100.0% 100.0%

次年度繰越額 0 0

うち交付金充当額 1,848 7,767

B．執行済額 2,311 9,710

32年度

予
算
の
状
況

(c)増減額(b-a) ▲ 688 ▲ 781

(b)予算現額 2,312 9,710

A．計(b+d) 2,312 9,710

(d)繰越額 － －

市町村名 中城村

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

1－③ 防災拠点及び地域交流施設整備事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－２－(4)－イ

災害に強い県土づくりと防災体
制の強化

担当部課名

効果発現年度 　　□当年度　　　　　　　　■後年度（平成31年度）

２回以上/年
350人

企画課・都市建設課
事業実施

（予定）年度
平成28～30年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－10－(2)

事業内容 防災訓練や地域交流を通して災害への対応力を高めるため、防災拠点及び地域交流施設を整備する。

(a)当初予算額 3,000 10,491

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

　28年度 29年度 30年度 31年度



資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○委託事業者は指名競争入札で選定しており、妥当であっ
たと考えている。
○建築設計業務等積算基準を基に積算しており、当初予算
からの減額についても入札残によるものであるため、事業内
容に見合った適正な予算規模となっていると考える。
○費目・使途は、精算段階で検査を実施しており、事業目的
に即し必要なものに限定されていると判断した。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

- 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

7,767 1,943 0

今後の取り組み方針

（防災拠点施設の実施設計の完了）
平成30年度建築工事着手予定。
建築工事委託業者との連携を取り、また必要に応じて住民との意見交換の場も設けながら、事業を実施していく。
平成31年度供用開始予定。
供用開始後は、定期的に防災訓練や地域交流を促進するイベントを開催し、事業目的である地域交流をとおした防災意識高揚を図っていく。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

（防災拠点施設の実施設計の完了）
中城村では沖縄特有の強い台風による被害や土砂災害の危険性があるた
め、防災訓練を行うとともに地域交流を促進しながら、地域一体となった防災
意識の向上を図る必要がある。対象地域も同様の危険性を有しており、地域
交流を深め、防災意識の高揚を図るためにも防災訓練及び地域交流促進活
動を行う施設を整備する必要性がある。
H29年度は住民も交えた打ち合わせを行いながら実施設計を実施した。

（防災拠点施設の実施設計の完了）
H29年度に作成した実施設計を基に、H30年度の工事を実施し、防災拠点及
び地域交流施設の完成を目指す。
工事完了後は、積極的にイベント等を開催し、事業目的を達成する必要があ
る。

9,710 9,710

中城村

9,710千円 オリジナル建築設計室

9,710千円

防災拠点及び地域交流施設実施
設計委託業務

委託料

9,710千円



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

進
捗
状
況
説
明

・目標どおり機能強化に向けた整備計画の策定が完了した。
・目標どおり音響設備の機能強化及び備品整備を完了できた。
・目標どおりプロサッカーチームのキャンプ受入2チームを達成できた。

実　績 5 2 2

③プロサッカーチームのキャンプ受入　２
チーム

目　標 2 2 2

成果目標
（指標）

及び進捗状況

会館年間利用
者数

41,000人

実　績 完了

②吉の浦会館の機能強化整備（音響設備
機能強化整備、備品整備）の完了

目　標 完了

実　績 策定

28年度 29年度
目標値

（30年度）

・吉の浦会館機能強化整備（音響設備機能
強化整備、備品整備）の実施

目　標 実施

実　績

①吉の浦公園内各施設機能強化に向けた
整備計画の策定

目　標 策定

実施

達
成
状
況
説
明

・吉の浦公園について、当初の目標どおり、ごさまる陸上競技場芝生管理業務委託、公園管理作業用車両配備、吉の浦公園機能強化整
備基本計画策定を実施した。
・吉の浦会館機能強化整備に関して、当初の活動目標どおり音響設備機能強化及び備品整備を実施することができた。

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
27年度

配備

実　績

・芝生の適切な管理
目　標 実施 実施 実施 実施

実　績 実施 実施 実施

配備

予算の状況の説明
適切に事業を執行できた。
なお、当初予算額と予算現額との差額13,301千円については、吉の浦会館備品購入費の追加によるものである。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

・吉の浦公園機能強化整備基本計画の策
定

目　標 実施

実　績 実施

実施

・管理作業車両の配備
目　標

執行率（％）(B/A) 100.0% 100% 99.7% 100.0%

次年度繰越額 0 0 -

うち交付金充当額 29,204 5,184 11,318 43,445

B．執行済額 36,506 6,480 14,148 54,307

(c)増減額(b-a) ▲ 2,020 0 7,128 13,301

A．計(b+d) 36,506 6,480 14,194 54,309

(d)繰越額 － － － －

効果発現年度 　　■当年度　　　　　　　　■後年度（　　30　年度）

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 38,526 6,480 7,066 41,008

(b)予算現額 36,506 6,480 14,194 54,309

生涯学習課
事業実施

（予定）年度
平成25～33年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－1－(1)

事業内容
地域振興及び観光誘客を図るため、健康づくりや文化振興の拠点として吉の浦公園等施設の整備を実施する。また、プロサッカーチームの合宿誘
致を図るため、陸上競技場の芝生の適正管理等を行う。

市町村名 中城村

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

2－① 吉の浦公園施設機能強化整備事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第3章－3－(2)－ア

国際的な沖縄観光ブランドの確
立

担当部課名



資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。
○音響工事、備品整備、機能強化整備基本計画について、
指名入札を行っており、選定にあたっては妥当であったと考え
ている。また芝管理委託業務については、サッカー芝管理の
専門事業者と地方自治法施行令に基づき随意契約しており、
妥当であったと考えている。
○予定していた事業内容はすべて実施された他、活動目標・
成果目標も達成しているため、予算規模は適切であったと考
える。
○費目、使途については、現場、利用者の意見の中から精査
し、精算段階においても検査を実施しており、目的に即し、必
要なものであったと判断した。

○

(株)シビルエンジニアリング
9,936千円

予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

- 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

54,307 54,307 43,445 10,862

中城村
54,307千円

工事請負費
9,720千円

株式会社　沖縄科学AVセンター
9,720千円

備品購入費
25,224千円

株式会社　オキジム
22,214千円

沖縄日野自動車(株)
3,010千円

委託料
19,363千円

東洋グリーン(株)
9,427千円

今後の取り組み方針

（プロサッカーチームのキャンプ受入　２チーム）
・サッカープロチームのキャンプ定着化を図るため、今後も専門的知識及び技術を有する事業者と連携しながら芝生適正管理を行うとともに、備品などの整備を行い
スポーツキャンプ受入体制の強化に取り組む。
（吉の浦会館の機能強化整備の完了）
・整備した音響設備や備品を適切に維持管理していくとともに、文化活動や様々なイベントに利用できる施設機能を広報等で周知し、利用者増を図ることで文化活動
の促進につなげていく。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

（プロサッカーチームのキャンプ受入　２チーム）
・プロサッカーに適した芝管理については専門性が高いため、引き続き芝の刈
込や補修等の日常的な管理を行っていく事が課題となる。
（吉の浦会館の機能強化整備の完了）
・音響設備や備品の機能強化等は完了したが、強化した機能を活用してイベ
ント等による施設利用の増加や来場者数増加につなげることが課題である。

（プロサッカーチームのキャンプ受入　２チーム）
・ごさまる陸上競技場について、今後もプロサッカーチームのキャンプ地として
適したコンディションを保持できるよう、専門的知識及び技術を有する事業者
による適切な芝生の維持管理が必要である。
（吉の浦会館の機能強化整備の完了）
・音響設備や備品については、強化したことにより、様々なイベントで利用でき
る環境は整ったため、今後はイベント回数や来場者を増やすために施設・機
能の周知を行っていく必要がある。

吉の浦公園管理作業車両購入

中城村吉の浦公園ごさまる陸上競技場

芝管理委託業務

中城村吉の浦公園等機能強化整備

基本計画策定委託業務

中城村吉の浦会館音響設備機能強化整備

工事

吉の浦会館備品購入事業
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企業立地・観光推進課
事業実施

（予定）年度
平成25～33年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－１－（１）

事業内容 世界遺産「中城城跡」を生かした観光イベントを実施し、イベントを通して地域の伝統芸能の継承及び観光誘客を図る。

市町村名 中城村

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

2－② 観光誘客促進事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（２）－ア

国際的な沖縄観光ブランド
の確立

担当部課名

効果発現年度 　　■当年度　　　　　　　　□後年度（　　　　年度）

実施方法  　 □直接実施　　　　　□委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

　25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 8,000 16,438 23,622 33,160 15,000

(b)予算現額 7,746 16,438 22,132 42,098 12,468

(c)増減額(b-a) ▲ 254 0 ▲ 1,490 8,938 ▲ 2,532

A．計(b+d) 7,746 16,438 22,132 42,098 12,468

(d)繰越額 － － － － －

うち交付金充当額 6,196 8,423 17,634 32,392 9,974

B．執行済額 7,746 10,529 22,044 40,491 12,468

執行率（％）(B/A) 100.0% 64.1% 99.6% 96.2% 100.0%

次年度繰越額 0 0 0 0 0

予算の状況の説明
適切に事業を執行できた。
なお当初予算から2,532千円の減額については、実績に応じて精算したことによる執行残を減額補正したものである。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

29年度 30年度 31年度 32年度

観光振興イベントの開催

目　標 開催

実　績 開催

達
成
状
況
説
明

　世界遺産を活かした観光イベントを目標どおり実施することができ、観光客の誘客促進に繋がった。

目　標

実　績

12,000人 10,000人

実　績

H29成果目標（指標）
基準値

（24年度）
27年度 28年度 29年度

31人

進
捗
状
況
説
明

　世界遺産を活かした観光イベントにおいて伝統芸能や歴史文化の継承促進に繋がるステージ・イベントを実施することが出来た。目標
としていた来場者数を達成することができ、また、広告やメディア露出等を通して来場して頂けなかった方々に対しても世界遺産及び本
村ＰＲに繋がったと考える。

11,604人 3,665人 10,140人

【H30成果目標】
伝統芸能団体出演者数

目　標

成果目標
（指標）

及び進捗状況

目標値
（H30年度）

プロジェクションマッピングイベント来場者

目　標 5,352人 10,000人



取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

（来場者数）
・今後も引き続きイベントを開催し、目標とする来場者数を達成するために
は、リピーターの確保と新たな客層を開拓することが課題となる。

（来場者数）
・リピーターの確保を図るためには、イベント内容の強化・充実が必要であ
る。また、新たな客層の確保を図るためには、これまで誘客できていなかった
客層に対する効果的な広報活動が必要である。

今後の取り組み方針

（来場者数）
・来場者アンケートを実施・分析することにより、効果的な広報活動やイベント内容の充実を図り、来場者数の増加を図る。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

12,468 12,468 9,974 2,494 0

中城村
12,468千円

補助金
12,468千円

世界遺産中城城跡
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸｼｮﾝﾏｯﾋﾟﾝｸﾞ
実行委員会補助金

12,468千円

プロジェクションマッピングイベン
トに係る経費の補助（委託料等）

受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○支出先には観光振興に資するまつりを開催する団体を選
定しており、支出先として妥当であると考える。
○計画していた事業内容は実施され、活動目標、成果目標
の達成状況を鑑みても、予算規模は適正であったと考える。
○費目・使途については、額の確定・精算時において支出等
に関する書類により事業目的達成の観点から必要なものな
のか等について確認し、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

-
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企業立地・観光推進課
事業実施

（予定）年度
平成25～33年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－１－（１）

事業内容 　プロサッカーチームの冬季キャンプ誘致・支援活動を行うことで、キャンプ期間中の観光誘客を図る。

市町村名 中城村

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

2－③ プロサッカーキャンプ支援事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（２）－ア

国際的な沖縄観光ブランド
の確立

担当部課名

効果発現年度 　　■当年度　　　　　　　　□後年度（　　　　年度）

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 8,500 1,705 1,902 1,920 2,622

(b)予算現額 6,835 1,951 1,772 1,261 947

(c)増減額(b-a) ▲ 1,665 246 ▲ 130 ▲ 659 ▲ 1,675

A．計(b+d) 6,835 1,951 1,772 1,261 947

(d)繰越額 － － － － －

うち交付金充当額 4,983 1,510 1,184 960 757

B．執行済額 6,230 1,888 1,481 1,201 947

執行率（％）(B/A) 91.1% 96.8% 83.6% 95.2% 100.0%

次年度繰越額 0 0 0 0 0

予算の状況の説明
適切に事業を執行できた。
なお、当初予算と予算現額の差額1,675千円については、旅費及び需用費の執行残を減額したことによるものである。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

プロサッカーチームの誘致活動の実施

目　標 実施 ２回／年 実施 実施

実　績 実施 ２回／年 実施 実施

実施

達
成
状
況
説
明

・本村のサッカーキャンプに関する受入体制のPRやキャンプ期間中の支援など、プロサッカーキャンプの誘致活動を実施した。

実施

キャンプの支援事業実施

目　標 実施 実施 実施

実　績 実施 実施 実施

目標値
（　年度）

プロサッカーチームの誘致活動の実施：２
チーム

目　標 ２チーム ２チーム ２チーム

実　績 ３チーム ２チーム ２チーム

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
27年度 28年度 29年度

実　績 - 7,577人 9,319人

成果目標
（指標）

及び進捗状況 キャンプ見学者数

目　標 - 8,000人 8,000人

進
捗
状
況
説
明

・誘致活動を行う事により、ガンバ大阪、川崎フロンターレの２チームのキャンプ誘致に成功した。
　沖縄でのキャンプを検討しているチームを訪問し、本村のサッカーキャンプにおける受入体制のPRを行った。またキャンプ期間中はの
ぼりや横断幕を村内各所へ設置し歓迎ムードを高めるとともに、駐車場警備や交通誘導を実施しキャンプを実施しているチームや選手
が順調にキャンプを行えるよう支援を行った。
・見学者数は目標の8,000人を超える9,000人以上が来場しており、目標を達成できた。



947 757 190

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

キャンプ見学を目的に来訪した方を村内の観光や地域活性化の取組につな
げることが課題である。

Ｈ29年度、見学者を村内で周遊させるために実施したスタンプラリーが好評
だった。スタンプラリーの内容を充実させることで村内観光や地域活性化に
つながると考えられる。

今後の取り組み方針

スタンプラリーについて、協賛店舗等の拡充や各店舗等においてチームや選手に関する情報発信を行うなど、スタンプラリーの内容を充実させ、より多くの方に参
加・周遊してもらう等、キャンプ関連イベントを企画・実施することで、サッカーキャンプ誘致を村内の観光や地域活性化につなげていく。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

0

中城村

947千円

委託料
130千円

㈱琉球保安警備隊
130千円

会場警備

支出先の選定方法は妥当か。 ○委託事業者は見積比較を行い選定しており、妥当であっ
たと考える。
○不用額については入札残等の結果であり、当初計画して
いた事業内容はすべて実施した他、活動目標、成果目標の
達成状況を鑑みて妥当であると考える。
○費目、使途については精算段階で検査を実施ており、必
要なものに限定されていると判断した。

〇 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

- 受益者との負担関係は妥当であるか。

〇 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

補助金
189千円

中城村観光推進協議会
189千円

キャンプ誘致活動にかかる旅費

事務費
628千円

消耗品費、需用費等

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

〇

947
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( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

市町村名 中城村

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

2－④ 観光地周辺環境美化事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（２）－ウ

観光客の受入体制の整備

担当部課名 都市建設課
事業実施

（予定）年度
平成29～33年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－１－（１）

事業内容 　観光地及び観光地へのアクセス道路の美化清掃を行い、観光客の満足度向上を図る。

実施方法  　 ■直接実施　　　　　□委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

　29年度 30年度 31年度 32年度 33年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 15,758

(b)予算現額 13,772

(c)増減額(b-a) ▲ 1,986

(d)繰越額 0

A．計(b+d) 13,772

B．執行済額 13,772

うち交付金充当額 11,017

次年度繰越額 0

執行率（％）(B/A) 100.0%

予算の状況の説明
1,986千円の減額については、備品購入の入札残及び、美化清掃員を6名採用予定であったが、1名に関して6月からの
採用となったことなどにより、減額が生じた。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

29年度 30年度 31年度 32年度

　環境美化作業員の配置　6名

目　標 6名

実　績 6名

目　標

実　績

達
成
状
況
説
明

　美化清掃員6名のうち、1名に関して6月からの採用となったが、年度をとおして美化清掃活動を実施できた。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
29年度 30年度 31年度

目標値
（　年度）

・観光客の満足度向上が図られたか（80％
以上）を含め、アンケートにより、本事業の
あり方について検証する。

目　標 80%

実　績

目　標

97%

実　績

進
捗
状
況
説
明

・事業実施箇所を利用するイベント（ごさまるウォーキング、サッカーキャンプなど）開催時にアンケート調査を行い、満足度80％を上回る
結果となっており、目標を達成できた。

効果発現年度 　　■当年度　　　　　　　　□後年度（　　　　年度）



取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

（満足度アンケート）
・観光客等の村内観光地利用者の満足度向上のため、観光地及び観光地
周辺の美化清掃を実施した。事業実施箇所で行ったアンケートにおける満足
度が97%となっており、以前に比べて快適に周遊できるようになったという意
見もあったため、事業成果が出ていると考える。

（満足度アンケート）
・満足度が高く、事業実施の効果が出ていると考えているため、引き続き事
業を実施し、快適な観光地形成を図っていく。

交付金
充当額

市町村
負担金

総事業費

中城村

13,772千円

報酬（5人）
7,540千円

一般非常勤職員5名

賃金（1人）
906千円

今後の取り組み方針

（満足度アンケート）
・継続して美化清掃を実施し、引き続き村内観光地を快適に回れる環境維持を図ることで、観光振興に寄与していく。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

交付対象
事業費

(有）ヨシダ機器サービス
740千円

沖縄日野自動車（株）
3,323千円

2ｔダンプ車1台

13,772 13,772 11,017 2,755 0

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○備品購入業者は入札を行い選定しており、妥当であったと
考える。
○不用額については入札残等の結果であり、予定していた
事業内容はすべて実施され、成果目標も達成しているため、
妥当であると考える。
○費目、使途については精算段階で検査を実施しており、必
要なものに限定されていると判断した。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

-

賃金職員1名

共済費（5人）
1,087千円

一般非常勤職員共済費

乗用芝刈機1台
刈払機6台

チェンソー1台
エンジンブロワ1台備品購入費

4,064千円

受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

需用費
175千円

消耗品費（草刈刃他１０件）

交付対象
外経費



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

企業立地・観光推進課
事業実施

（予定）年度
平成27～29年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－１－（１）

事業内容 　世界遺産「中城城跡」の観光振興を促進するため、中城城跡と城主「護佐丸」の生涯や中城城跡の歴史について情報発信を行う。

市町村名 中城村

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

2－⑤ 護佐丸観光資源制作事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（２）－イ

市場特性に対応した
誘客活動の展開

担当部課名

効果発現年度 　　■当年度　　　　　　　　□後年度（　　　　年度）

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

27年度 27年度（繰越） 28年度 29年度 30年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 8,000 - 29,470 8,582

(b)予算現額 7,425 - 17,382 8,582

(c)増減額(b-a) ▲ 575 - ▲ 12,088 0

A．計(b+d) 7,425 7,425 17,382 8,582

(d)繰越額 0 7,425 － －

うち交付金充当額 0 5,935 13,883 6,865

B．執行済額 0 7,420 17,354 8,582

執行率（％）(B/A) 0.0% 99.9% 99.8% 100.0%

次年度繰越額 7,425 0 0 0

予算の状況の説明 計画的な予算執行に努め、業務を遂行できた。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

29年度 30年度 31年度 32年度

護佐丸観光資源ＴＶ放映

目　標 実施

実　績 実施

達
成
状
況
説
明

　本村の観光振興を促進するため、昨年度制作した中城城跡の城主「護佐丸」の生涯や城跡の歴史、護佐丸の築き上げた城郭等につ
いて紹介する映像を、ＴＶ放映した。また、これまで制作した護佐丸観光資源（冊子情報や映像等）について、全てのデータをホームペー
ジへ掲載しアーカイブ化した。

H29成果目標（指標） 27年度 28年度 29年度 30年度

護佐丸観光資源のHPアーカイブ化

目　標 実施

実　績 実施

20回

実　績 20回

実　績 903件 14,733人／年

成果目標
（指標）

及び進捗状況 ホームページアクセス数

目　標 5,000件 5,000人／年

進
捗
状
況
説
明

　制作した映像のＴＶ放映を実施した時間帯が日曜日午前中の人気番組の前ということもあり、平均視聴率が９．３％と高く、広く周知す
ることができた。また、放映した翌日には、ホームページへ映像のデータを掲載し、ＴＶ放映を見逃した方にも映像をご覧頂ける環境を整
えることができ、また、ホームページでは放映した映像だけではなく、中城城跡や城主護佐丸についての情報を掲載していることから、多
くの方にこれらを広く発信することができた。
　年間のホームページアクセス数も、目標としていた件数を超えることができ、引き続き「護佐丸」という観光資源を活用し、村の観光振興
の促進を図る。

目標値
（　年度）

護佐丸観光資源のＴＶ放映

目　標



取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

（ホームページアクセス数）
・ＴＶ放映だけではなく、制作した映像をホームページで公開することにより、
広範囲に周知することができたが、今後も作成した映像を観てもらうために
も、周知の継続を行っていく事が課題である。

（ホームページアクセス数）
・より多くの方に中城村を知ってもらうため、現在映像を公開しているホーム
ページを今後も多くの方に観てもらえる方法を検討する必要がある。

今後の取り組み方針

（ホームページアクセス数）
・中城城跡及び城主「護佐丸」を本村の観光資源として活用し、引き続き本村を効果的にPRしていくためにも、現在映像を公開しているホームページのリンクを整
理し、中城村のホームページに貼る等、効果的な周知方法等を検討する。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

8,582 8,582 6,865 1,717 0

中城村

8,582千円

委託料
8,582千円

㈱ファンファーレジャパ
ン

8,582千円
映像放映

受益者との負担関係は妥当であるか。

〇 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

〇 支出先の選定方法は妥当か。 ○委託事業者について指名競争入札による業者選定を行っ
ており、妥当であったと考えている。
○計画していた事業内容は実施され、活動目標、成果目標
の達成状況を鑑みて、適正な規模であった。
○費目、使途については精算段階で検査を実施しており、目
的に即し、必要なものであったと判断した。

〇 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

-



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

企業立地観光推進課
事業実施

（予定）年度
平成29年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－１－（１）

事業内容 　観光誘客を図るため、中城村の観光の現状や課題等の整理及び中城村における観光振興の方針を検討し、観光振興計画の策定を行う。

市町村名 中城村

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

2－⑥ 中城村観光振興計画策定事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（２）－ウ

観光客の受入体制の
整備

担当部課名

効果発現年度 　　□当年度　　　　　　　　■後年度（30年度）

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

　29年度 30年度 31年度 32年度 33年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 12,495

(b)予算現額 12,355

(c)増減額(b-a) ▲ 140

A．計(b+d) 12,355

(d)繰越額 －

うち交付金充当額 9,884

B．執行済額 12,355

執行率（％）(B/A) 100.0%

次年度繰越額 0

予算の状況の説明
　当初予算額との差額140千円は入札残によるものであり、当初計画していた事業内容はすべて実施した外、活動目
標、成果目標の達成状況を鑑みて適正であった。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

29年度 30年度 31年度 32年度

観光振興計画(案)の作成

目　標 作成

実　績 作成

達
成
状
況
説
明

　有識者参画の策定委員会やワークショップを開催した外、住民や観光客を対象としたアンケート調査等を実施し、観光振興計画（案）を
作成した。

目　標

実　績

実　績

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
29年度 30年度 31年度

施策に
つなげる

進
捗
状
況
説
明

　策定委員会やワークショップ、アンケート調査を実施し、さらにパブリックコメントの結果を反映させた観光振興計画を策定した。

策定

【H30年度成果目標】
策定した観光振興計画に基づき各種施策
につなげる。
（参考：H39年度における村来訪者17万4千
人（目標））

目　標

成果目標
（指標）

及び進捗状況

目標値
（30年度）

観光振興計画の策定

目　標 策定



取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

（観光振興計画の策定）
・有識者参画による策定委員会及び住民アンケートによる観光に対する意識
抽出等、計画策定にあたっては様々な視点に留意したところだが、観光に対
する意識や観光客の需要は変化していく可能性がある点が課題である。

（観光振興計画の策定）
・観光に対する意識や需要については、今後変化が生じる可能性が十分想
定されることから、それらを的確に把握し、計画で決定した基本的方針を軸に
適宜改善を図りながら計画の推進に努める必要がある。

今後の取り組み方針

（観光振興計画の策定）
・策定した観光振興計画の基本的方針に基づき、「日常」における様々な楽しみや賑わい作り等、観光振興に寄与する各施策・取り組みを行っていく。また、各施
策・取組の実施に際しては、計画（plan）、実施（do）、適宜見直し（check）、取り組み改善（act）を行い、観光客の需要変化等にも対応して適宜改善を図りながら本
計画策定の趣旨である「魅力あるまちづくり」に向けて取り組んでいく。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

12,355 12,355 9,884 2,471 0

中城村

12,355千円

委託料
12,355千円

NTCコンサルタンツ㈱
沖縄事務所
12,355千円

計画策定

受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ・委託事業者はプロポーザルにより選定しており、妥当で
あったと考える。
・予定していた事業内容はすべて実施された他、活動目標・
成果目標の達成状況を鑑みて予算規模は適切であったと考
える。
・費用・使途は、業務完了時の検査において精査しており妥
当であったと判断する。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

-



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

企業立地・観光推進課
事業実施

（予定）年度
平成29年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－１－（１）

事業内容
　プロサッカーキャンプ時の観光誘客を図るため、中城村でキャンプを行うサッカーチームのホームスタジアムにおけるシーズン戦で中城村のPR
及び交流イベントを実施する。

市町村名 中城村

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

2－⑦ 中城村観光ＰＲ事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（２）－イ

市場特性に対応した
誘客活動の展開

担当部課名

効果発現年度 　　■当年度　　　　　　　　□後年度（　　　　年度）

実施方法  　 □直接実施　　　　　□委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

29年度 30年度 31年度 32年度 33年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 4,288

(b)予算現額 3,668

(c)増減額(b-a) ▲ 620

A．計(b+d) 3,668

(d)繰越額 －

うち交付金充当額 2,934

B．執行済額 3,668

執行率（％）(B/A) 100.0%

次年度繰越額 0

予算の状況の説明
適切に事業を執行できた。
なお、当初予算と予算現額の差額620千円については、実績に応じて補助金を精算したことによる執行残を減額したこと
によるものである。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

29年度 30年度 31年度 32年度

中城村観光交流PRイベント（中城デー）の
実施

目　標 実施 - - -

実　績 実施 - - -

達
成
状
況
説
明

・　中城村でキャンプを実施しているＪリーグチームのホームスタジアムで開催される試合に合わせて、中城村における春季キャンプ継続
とキャンプ時期の観光客誘客の増加や交流等を強化するために、試合の前後に中城村観光ＰＲを実施した。

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
29年度 30年度 31年度

目　標

実　績

24,000人 - -

実　績 21,582人 - -

実　績 - - -

成果目標
（指標）

及び進捗状況

目　標 - - -

進
捗
状
況
説
明

・　目標の24,000人は達成できなかったが、人気チームのホームゲームということもあり、21,000人以上の観客動員があった。

目標値
（　年度）

中城デー来場者数

目　標



取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

（中城デー来場者数）
・本村のＰＲ活動を見たお客様を対象としたアンケート調査を行い、９２％の
方が「中城村に行ってみたい」との回答を得る結果となり、本村に対する興味
関心を持って頂ける機会となったと考える。

（中城デー来場者数）
・アンケートの結果から、県外での観光ＰＲ活動による本村の認知度向上、興
味関心の向上の効果が確認でき、ＰＲ活動の必要性を把握することができた
と考える。

今後の取り組み方針

（中城デー来場者数）
・県外に向けて本村に対する興味関心の向上及び認知度の向上を図るため、本事業のほかにも、HPやSNSを活用したＰＲ活動を検討するなど、本村の魅力につ
いて情報発信の強化を図っていく。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

3,668 3,668 2,934 734 0

中城村
3,668千円

補助金
3,668千円

中城村観光推進
協議会補助金

3,668千円

中城村観光ＰＲ事業に係る経費
の補助（旅費等）

- 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ・支出先には観光振興に資する団体を選定しており、支出先
として妥当であると考える。
・計画通り事業内容を実施できた外、執行率が１００％であっ
たことから、予算規模は適正であったと考える。
・費目・使途については、額の確定・精算時において支出等
に関する書類により必要なものなのか等について確認し、適
正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) 41,000人

生涯学習課
事業実施

（予定）年度
平成29年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－１－（１）

事業内容 吉の浦周辺一帯を村の振興拠点として引き続き活用するため、吉の浦会館の敷地を購入する。

市町村名 中城村

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

2－⑧ 中城村振興対策推進事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第3章－3－（2）－ウ

観光客の受入体制の整備

担当部課名

(a)当初予算額 124,680

実施方法  　 ■直接実施　　　　　□委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

29年度 30年度 31年度 32年度 33年度

予
算
の
状
況

(c)増減額(b-a) 3,813

(b)予算現額 128,493

A．計(b+d) 128,493

(d)繰越額 －

うち交付金充当額 102,794

B．執行済額 128,493

執行率（％）(B/A) 100.0%

次年度繰越額 0

予算の状況の説明
適切に事業を執行するよう努めた。
なお、当初予算からの増額3,813千円については、対象地の用地購入費が当初見込みよりも増となったためである。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

29年度 30年度 31年度 32年度

吉の浦会館の用地購入
３筆

目　標 ３筆

実　績 ４筆

達
成
状
況
説
明

H29年度に吉の浦会館の用地４筆の購入を実施し、活動目標が達成された。
なお、購入した用地が4筆となった理由は、当初３筆と考えていた計画地のうち１ヶ所が実際には2筆に分かれていることが判明したため
である。

目　標

実　績

４筆

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
29年度 30年度 31年度

成果目標
（指標）

及び進捗状況
【H30成果目標】
会館年間利用者数

目　標

進
捗
状
況
説
明

H29年度に吉の浦会館の用地４筆の購入が完了し、成果目標が達成された。
本事業の目的である吉の浦会館周辺地域一体となった継続的な発展のために必要な環境が整備された。

目標値
（30年度）

吉の浦会館の用地購入完了
３筆

目　標 ３筆

実　績

効果発現年度 　　□当年度　　　　　　　　■後年度（30年度）



取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

（吉の浦会館の用地購入完了）
文化振興・観光振興に資する場である吉の浦会館の敷地について、民有地
であることから、地権者の世代交代や相続等によって継続的な活用ができな
くなくなる可能性があった。H29年度に本事業において当該土地を購入したこ
とで、引き続き吉の浦会館を文化振興・観光振興に資する場として活用でき
る環境が整備できた。

（吉の浦会館の用地購入完了）
文化振興・観光振興に資する場である吉の浦会館の敷地が全て村有地と
なったことで、継続的に振興策を実施する環境が整備された。今後吉の浦会
館や周辺一帯を含め、村の振興地として継続的に活用していく。

128,493 128,493 102,794 25,699 0

今後の取り組み方針

（吉の浦会館の用地購入完了）
文化まつりや産業まつり等各種イベントの開催による文化・観光振興策等を実施し、対象地も含めた吉の浦会館周辺一帯を中城村の振興中心地として引き続き
活用していく。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○委託料について、支出先の選定は地方自治法施行令第
167条の2の規定に則り随意契約を行っており、妥当であった
と考える。
○計画していた事業内容は実施され、活動目標、成果目標
の達成状況を鑑みても、予算規模は適正であったと考える。
○費目・使途について事業目的達成の観点から必要なもの
なのか等については額の確定時において検査、確認してお
り、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

- 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

中城村

128,493千円

株式会社はまもと不動産鑑定

793千円
不動産鑑定評価委託業務

委託料

793千円

土地所有者3名

127,700千円

公有財産購入費

127,700千円 公有財産購入



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

企業立地・観光推進課
事業実施

（予定）年度
平成29～30年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－１－（１）

事業内容
　悪天候による足元のぬかるみにより転倒の危険性がある中城城跡馬場広場において、来場者の安全確保のため、排水性を高める工事を行
う。

市町村名 中城村

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

2－⑨ 中城城跡受入基盤機能強化整備事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（２）－ウ

観光客の受入体制の
整備

担当部課名

効果発現年度 　　□当年度　　　　　　　　□後年度（　　　　年度）

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

29年度 30年度 31年度 32年度 33年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 3,402

(b)予算現額 3,402

(c)増減額(b-a) 0

A．計(b+d) 3,402

(d)繰越額 -

うち交付金充当額 2,635

B．執行済額 3,294

執行率（％）(B/A) 96.8%

次年度繰越額 0

予算の状況の説明 不用額108千円については入札残によるものであり、適切に事業を執行できた。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

29年度 30年度 31年度 32年度

排水性を高めるための工事に向けた測量
及び設計の実施

目　標 実施

実　績 実施

達
成
状
況
説
明

　悪天候による足元のぬかるみにより転倒の危険性がある中城城跡馬場広場において、来場者の安全確保のため、排水性を高めるた
めの工事に向けた測量及び設計を実施した。

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
29年度 30年度 31年度

目　標

実　績

完了

実　績 完了

実　績

成果目標
（指標）

及び進捗状況

目　標

進
捗
状
況
説
明

　悪天候による足元のぬかるみにより転倒の危険性がある中城城跡馬場広場において、来場者の安全確保のため、排水性を高めるた
めの工事に向けた測量及び設計を実施し、H29年度内において完了した。

目標値
（　年度）

排水性を高めるための工事に向けた測量
及び設計の完了

目　標



取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

（測量及び設計の完了）
・H29年度の測量・設計に関しては計画通り完了することが出来たが、中城
城跡馬場広場については国指定史跡の範囲内となっているため、工事に際
しては、文化財保護の観点から慎重に実施する必要がある。

（測量及び設計の完了）
・中城城跡馬場広場を安全に利活用できるようにするため、測量・設計を基
に排水性向上に向けた工事を実施していくが、工事着手に際しては、関係機
関（村文化財部局、県文化財課等）と密に調整し慎重に工事を進める必要が
ある。

今後の取り組み方針

（測量及び設計の完了）
・村の文化財担当部局や県の文化財担当課と密に調整を行い、文化財の保護にも配慮しながら、排水性を高める工事の実施に向け取り組む。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

3,294 3,294 2,635 659 0

中城村

3,294千円

委託料
3,294千円

㈱双葉測量設計
3,294千円

測量委託

受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ・請負業者は指名競争入札で選定しており、妥当であったと
考えている。
・予定していた事業内容はすべて実施された他、活動目標・
成果目標も達成しており、不用額は事業費の５％以内であっ
ため予算規模は適切であったと考える。
・費目、使途については精算段階で検査を実施しており、目
的に即し、必要なものであったと判断した。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

-



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

企画課
事業実施

（予定）年度
平成25～33年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－７

事業内容

海外に移住した中城村出身者の子弟を研修生として受け入れ、研修生が沖縄の歴史や伝統文化を学んだり村民と交流する研修プログラムを実
施することで、村出身者が移住した各国との友好親善及びこれに資する人材育成を図る。

市町村名 中城村

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

３－① 海外移住者子弟研修生受入事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－４－（１）－ア

国際ネットワークの形成と多様な
交流の推進

担当部課名

効果発現年度 　　■当年度　　　　　　　　□後年度（　　　　年度）

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

　25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 3,535 3,707 3,633 5,016 3,992

(b)予算現額 3,535 3,707 3,633 2,262 3,992

(c)増減額(b-a) 0 0 0 ▲ 2,754 0

A．計(b+d) 3,535 3,707 3,633 2,262 3,992

(d)繰越額 － － － － －

うち交付金充当額 2,590 2,557 2,676 1,682 2,594

B．執行済額 3,238 3,197 3,346 2,103 3,243

執行率（％）(B/A) 91.6% 86.2% 92.1% 93.0% 81.2%

次年度繰越額

予算の状況の説明
不用額（749千円）は、報償費15千円、旅費9千円、需用費18千円、役務費13千円、委託料472千円、補助金222千円で実
績による。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

海外移住者子弟研修生の受入実施

目　標 受入実施 受入実施 受入実施 受入実施

実　績 受入実施 受入実施 受入実施 受入実施

達
成
状
況
説
明

５か国・地域から推薦があり、書類とテレビ電話で面接を行い、選考した研修生3名の受入を実施した。日本語、書道、うちなーぐち、三
線、琉球舞踊、空手等の研修を実施し伝統文化に触れさせることができた。専門分野の研修として企業研修を実施した。地域行事（観月
会や運動会）への参加を通して地域住民とも交流する機会を確保することができた。琉球大学講師によるウチナーンチュアイデンティティ
や沖縄・移民の歴史についての特別講義を実施した。研修生は他市町村研修生とも交流ができ帰国後のネットワーク作りができた。研
修の最後に行った村民向けの研修報告会では研修で学んだことを披露し、研修生は日本語でスピーチをすることができた。

目　標

実　績

３名 ４名 ３名

実　績

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
27年度 28年度 29年度

３名 ２名 ３名

80%以上

進
捗
状
況
説
明

平成29年度は５か国・地域から推薦があり、その中から研修生としてより適性のある３名を選考し、アメリカ・ハワイ州から男性１名、アル
ゼンチンから男性１名、ボリビアから女性１名を受け入れた。
異文化交流会の開催については、村内中学校で移住国の地理や文化を始め、海外移住者の歴史や海外のウチナー文化、村人会活動
等を紹介し、生徒と交流することができた。

【H30成果目標】
沖縄の文化や歴史により興味を持ったか
（80％以上）を含め、子弟へのアンケートに
より、本事業のあり方を検証する

目　標

成果目標
（指標）

及び進捗状況

異文化交流会の開催

実　績 実施

目　標 実施

目標値
（　年度）

受入研修生数：3名

目　標



3,243 3,243 2,594 649 0

今後の取り組み方針

（受入研修生数）
今後も継続した研修生受け入れに向け、各国からの有望な人材の推薦が確保できるよう、各国村人会との連携を深め事業の周知を図り、研修生の推薦を募る。

（異文化交流会の開催）
学校での児童・生徒との交流だけでなく、図書館での多言語読み聞かせや移住国の郷土料理のワークショップ等の開催を推進し、住民との交流を強化する。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

（受入研修生数）
平成29年度は５名の推薦があり、その中から研修生としてより適性のある３
名を選考し、受入れることができた。

（異文化交流会の開催）
交流会の対象とした村内の学校との調整に苦慮し、当初は４回を予定してい
たが１回のみの開催となった。研修生の日本語能力に差があり、プレゼン
テーション場面において、生徒が意味を理解しづらいことがあった。

（受入研修生数）
個々の希望に応じた研修の実施、研修生同士の相乗効果、研修受入機関の
対応、財政状況等を踏まえ受入人数は３名以内が適当だと考える。

（異文化交流会の開催）
学校だけではなく、より幅広い世代を対象に気軽に交流ができる機会を設け
られるよう検討する。プレゼンテーション形式ではなく、住民と一緒に活動で
きるプログラムを考える。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○委託先は地方自治法施行令第167条の2第1項の1の規定
に則り随意契約としており、妥当であったと考えている。
○予算規模について、実績より不用額が出たが、事業の目
的は達成され、適正であった。
○要綱の定めのある事業目的に即した費用を交付しており、
要綱外の費用においては受益者負担のため、負担関係は
妥当であると考える。
○費目・使途については、額の確定時において支出等に関
する書類により、確認し、適正であることを確認した。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

中城村
3,243千円

アメリカ国研修生
474千円

高速道路使用料、駐車料金、
貸衣装代

東武トップツアーズ(株)
465千円

研修生往復航空券２名分

委託料
840千円

県内視察時の施設入場料

中城村海外移住者子弟研修生受入事業
補助金

アルゼンチン国研修生
488千円

中城村海外移住者子弟研修生受入事業
補助金

事務費
900千円 報償費、旅費、需用費、役務費

使用料
25千円

使用料及び賃借料
47千円

施設入場料
22千円

補助金
1,456千円

(有)沖縄インターオーシャンサービス
375千円

研修生往復航空券１名分

ボリビア国研修生
494千円

中城村海外移住者子弟研修生受入事業
補助金



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

教育総務課
事業実施

（予定）年度
平成24～33年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－３－（１）

事業内容
「郷土の歴史・文化についての学習」の充実を図るため、小学校における「中城ごさまる科」の指導書の作成やカリキュラムの見直し等を行う。ま
たよりよい授業のあり方等について小中学校において教材研究会を実施する。

市町村名 中城村

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

4－① 中城の歴史と文化を学ぶプロジェクト 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第3章－5－（1）－ア

地域を大切にし、誇りに思う健全
な青少年の育成

担当部課名

効果発現年度 　　□当年度　　　　　　　　□後年度（　　　　年度）

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

　25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 9,838 2,864 8,277 1,226 6,513

(b)予算現額 9,838 3,462 8,277 1,226 6,513

(c)増減額(b-a) 0 598 0 0 0

A．計(b+d) 9,838 3,462 8,277 1,226 6,513

(d)繰越額 － － － － －

うち交付金充当額 7,870 2,769 6,620 980 5,210

B．執行済額 9,838 3,462 8,276 1,225 6,513

執行率（％）(B/A) 100.0% 100.0% 100.0% 99.9% 100.0%

次年度繰越額

予算の状況の説明 計画的な予算執行に努め、業務を遂行できた。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

27年度 28年度 29年度 30年度

小学校「中城ごさまる科」カリキュラムの検
討

目　標
カリキュラムの検

討
カリキュラムの検討

実　績 検討 検討

達
成
状
況
説
明

・当初の活動目標どおり、小学校における「中城ごさまる科」カリキュラムの検討を行うことができた。
・小学校おいては、低（１・２年）、中（３・４年）、高（５・６）学年ごとに教材研究会を３回の計９回、中学校においては計２回実施することが
できた。

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
27年度 28年度 29年度

小中学校で教材研究会を実施

目　標
小学校9回、
中学校3回

小学校3回、
中学校2回

小学校3回、
中学校2回

実　績
小学校9回
中学校3回

小学校６回、
中学校２回

小学校９回、
  中学校２回

指導書の
出版

指導書
の出版

実　績 指導書の出版 指導書の出版

実　績 81% 95% 90%

成果目標
（指標）

及び進捗状況
　児童アンケートにおいて、中城ごさまる科
への興味関心度７０％以上

目　標 70%以上 70%以上 70%以上

進
捗
状
況
説
明

・児童にとってより理解しやすい指導書を作成することができた。
・中城ごさまる科の児童アンケートにおいて、各学年とも興味関心度が７０％を超え、全体では90%の興味関心度となった。

目標値
（　年度）

　小学校「中城ごさまる科」指導書の出版

目　標



取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

（小学校「中城ごさまる科」指導書の出版）
・指導書を作成したことで、学級間差の少ない、質の高い授業を展開すること
ができるようになった。また、カリキュラム検討の中で、護佐丸歴史資料図書
館の活用方法等、授業計画の見直しができた。

（児童アンケートにおいて、中城ごさまる科への興味関心度７０％以上）
・興味関心のあると回答した児童が90%と、多数の児童が興味関心を持った
結果となり、目標を上回ることができたが、引き続き興味関心を持てる授業
内容としていくためにも、教師の指導力維持・向上が課題である。

（小学校「中城ごさまる科」指導書の出版）
・作成した指導書及び護佐丸歴史資料図書館を活用し、引き続き地元中城
村への理解が深まるよう、ごさまる科を実施していく。

（児童アンケートにおいて、中城ごさまる科への興味関心度７０％以上）
・引き続きアンケートを実施しながら、課題や優良事例等を抽出し、授業内容
の改善に向けた検討を続けていくことで教師の指導力維持・向上を図る。

今後の取り組み方針

（小学校「中城ごさまる科」指導書の出版）
・指導書を活用していくとともに、護佐丸歴史資料図書館を活用した講座を実施する等を検討しながら、郷土の歴史・文化を学ぶ機会を確保し、児童の地元への
興味関心を深めるごさまる科を実施していく。

（児童アンケートにおいて、中城ごさまる科への興味関心度７０％以上）
・今後も事前事後アンケートを実施し分析を丁寧に行い、教材研究会を充実させることで教師の指導力維持・向上を図る。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

6,513 6,513 5,210 1,303 0

中城村
6,513千円

委託料
6,513千円

合資会社
沖縄時事出版

6,513千円

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○委託事業者は、小・中学校の教育課程、カリキュラムを踏
まえたうえでの提案ができる実績、知識等を勘案した上で選
定しており、妥当であったと考える。
○不用額は発生しておらず、予算規模は適正と考える。
○費目・使途については事業目的達成の観点から必要なの
か等について事業報告書で確認し適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

中城の歴史と文化を学ぶプロジェクトにか
かる委託業務



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

成果目標
（指標）

及び進捗状況

【H30成果目標】
・児童生徒にアンケートを実施し、ICT機器
を活用した授業が分かりやすかったと答え
た割合：80％以上

・教員にアンケートを実施し、ICT支援員の
配置により、ICT機器の習熟度が上がった
と答えた割合：80％以上

上記アンケートの結果を含め、本事業のあ
り方について検証する。

目　標

進
捗
状
況
説
明

児童・生徒アンケートにおいてICT機器への興味関心が高まったと回答した児童・生徒が７０％となっており、成果目標を達成することが
できた。

目標値
（　年度）

・児童・生徒アンケートにおいてICT機器へ
の興味関心が高まった児童・生徒７０％

目　標 70%

実　績 70%

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
29年度 30年度 31年度

・年200時間の授業支援

目　標 ２００時間 ２００時間

実　績 ２００時間 ２２１時間

予算の状況の説明 ほぼ当初予算どおり、適切に事業を執行できた。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

・情報教育補助員　1人配置

目　標 小中学校　１人 小中学校　１人 小中学校　１人 小中学校　１人

実　績 小中学校　１人 小中学校　１人 小中学校　１人 小中学校　１人

６５０時間

達
成
状
況
説
明

情報教育対応補助者を配置できた。授業支援時間についても、教員のICT機器活用の習熟を図ることにより、デジタル教材等を活用した
授業へ取り組む教員が増加してきており、これまで以上の年650時間を実施できた。

２００時間

執行率（％）(B/A) 88.5% 97.9% 94.7% 100.0% 99.8%

次年度繰越額 0 0 0 0 0

－ －

うち交付金充当額 28,793 15.862 1,522 3028 1,611

B．執行済額 35,992 19,828 1,903 3787 2,015

29年度

予
算
の
状
況

(c)増減額(b-a) 6,531 0 0 196 116

(b)予算現額 40,665 20.247 2,010 3,787 2,020

A．計(b+d) 40,665 20,247 2,010 3,787 2,020

(d)繰越額 － － －

市町村名 中城村

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

４－② 学校ＩＣＴ環境整備等による学習意欲学力向上推進事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－５－（４）－ア

国際社会、情報社会に
対応した教育の推進

担当部課名

効果発現年度 　　■当年度　　　　　　　　□後年度（　　　　年度）

80%以上

80%以上

教育総務課
事業実施

（予定）年度
平成24～33年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－３－（１）

事業内容
　ICT機器を使用したわかりやすい授業を実施することによる学校教育の質の確保及び教員のICT機器活用の習熟を図るため、小中学校に情報
教育補助員を配置し、授業支援や環境整備を行う。

(a)当初予算額 34,134 20.247 2,010 3,983 1,904

実施方法  　 ■直接実施　　　　　□委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

　25年度 26年度 27年度 28年度



資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○

今後の取り組み方針

（ICT機器への興味関心が高まった児童・生徒）
・平成30年度では、引き続き情報教育担当者１名を配置し、児童生徒が日ごろからICT機器に触れる環境を整えるとともに、教員向けにICT機器に関する講習会
等を開催し、教員のICT機器の活用力向上を図ることで、ICT機器を活用したわかりやすい授業を推進していく。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

支出先の選定方法は妥当か。 ○　ＩＣＴ支援員の採用については村の条例規則等に基づき
雇用契約を行っており、妥当であったと考えている。
○　成果目標もほぼ全て達成できたことから、予算規模は適
正であったと考える。
○　費目・使途については、目的達成に必要な人件費等に
充当し限定されている。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

2,015 2,015

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

（ICT機器への興味関心が高まった児童・生徒）
 ・ICT機器を活用することで授業をわかりやすいものとし、また今後の情報社
会において活躍できる人材を育成していくためにも、情報教育対応補助員を
配置し児童生徒が日頃からICT機器に触れ、また教える側の教員がICT機器
を活用できるようにサポートする環境を継続していくことが課題である。

（ICT機器への興味関心が高まった児童・生徒）
・引き続き情報教育補助員を配置し、児童生徒がコンピュ-タ－や情報通信
ネットワ－クに慣れ親しみ適切に活用できるような環境を継続していく必要が
ある。

1,611 404 0

情報教育対応補助員にかかる共済費

情報教育対応補助員にかかる賃金

共済費（１人）
235千円

報酬（１人）
1,780千円

中城村
2,015千円



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

教育総務課
事業実施

（予定）年度
平成24～33年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－３－（１）

事業内容
　特別な支援を必要とする児童生徒に対し、個に応じた支援を行うことで学校生活や学習上の困難の改善を図るため、村内の幼稚園・小中学校
に特別支援員を配置する。
　また、不登校や発達障害等の課題解決を図るため、教育相談員と心理相談員を配置する。

市町村名 中城村

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

４－③ きめ細かな児童生徒支援事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－５－（３）－イ

豊かな心とたくましい体を育む教
育の推進

担当部課名

効果発現年度 　　■当年度　　　　　　　　□後年度（　　　　年度）

実施方法  　 ■直接実施　　　　　□委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

　25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 34,134 20,247 35,781 39,206 53,607

(b)予算現額 40,665 20,247 35,781 34,333 44,986

(c)増減額(b-a) 6,531 0 0 ▲ 4,873 ▲ 8,621

A．計(b+d) 40,665 20,247 35,781 34,333 44,986

(d)繰越額 － － － － －

うち交付金充当額 28,793 15,862 25,678 27,286 35,988

B．執行済額 35,992 19,828 32,098 34,108 44,986

執行率（％）(B/A) 88.5% 97.9% 89.7% 99.3% 100.0%

次年度繰越額 － － － － －

予算の状況の説明
8,621千円の減額理由は、当初24名の特別支援員を予定していたが、計画の変更があり21名の採用となったためであ
る。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

・特別支援員配置　24人
小学校　14人
中学校　4人
幼稚園　6人

目　標
幼稚園：２人
小学校：6人
中学校：２人

幼稚園：3人
小学校：9人
中学校：3人

幼稚園：４人
小学校：9人
中学校：3人

小学校：14人
中学校：4人
幼稚園：6人

実　績
幼稚園：２人
小学校：6人
中学校：２人

幼稚園：3人
小学校：9人
中学校：3人

幼稚園：４人
小学校：１１人
中学校：3人

小学校：12人
中学校：3人
幼稚園：6人

教育相談員：3人
心理相談員：１人

達
成
状
況
説
明

・当初は24名の支援員を予定していたところ、計画の変更があり21名の配置となったが、各学校に支援員等を配置し（幼稚園　６人、小
学校　１2人、中学校　3人、教育相談員　3人、心理相談員　1人）、授業中の見守りや教育相談等をとおして支援を必要とする児童生徒
が安心して学校生活を送れるように支援を実施できた。

教育相談員：3人
心理相談員：１人・相談員の配置

　　　教育相談員　3人
　　　心理相談員　1人

目　標
教育相談員：２

人
心理相談員：１

教育相談員：3人
心理相談員：１

人

教育相談員：3
人

心理相談員：１
人

実　績
教育相談員：２人
心理相談員：１人

教育相談員：3人
心理相談員：１人

教育相談員：3人
心理相談員：１人

目標値
（　年度）

特別支援員
保護者アンケート（満足度）

目　標 70% 70% 70%

実　績

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
27年度 28年度 29年度

80% 86% 67%

413 437 523

80%以上
60%以上

進
捗
状
況
説
明

・特別支援に関して、保護者アンケートを取った結果、満足度が67%とわずかに目標に届かなかった。
・教育相談及び心理相談に関して、来室相談件数が523件、電話相談件数が54件、合計577件となっており、来室・電話相談件数の合計
目標（410件）を上回る事ができた。

目　標 3 300 300

目　標 110 110 110

【H30成果目標】
・特別支援員の対応への満足度 （80％以上）を含
め、保護者へのアンケートにより、本事業のあり方に
ついて検証する。
・不登校児童生徒復帰率60％以上

目　標

成果目標
（指標）

及び進捗状況

教育相談及び心理相談（来室相談件数）

実　績 109 133 54
教育相談及び心理相談（電話相談件数）

実　績



取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

（特別支援員・保護者アンケート）
・アンケートによる満足度調査の結果が目標に至らなかった要因としては、
一部の保護者から具体的な支援内容がわからない旨の回答があったことか
ら、特別支援員がサポートを実施していることに関する周知が充分ではな
かったためと考えている。

（教育相談及び心理相談）
・来室相談については、目標を200件以上上回る523件の来室相談があっ
た。要因としては、これまで職員室で行っていた相談員の事務作業を相談室
で行えるようにし在室時間を確保したことで、相談員の顔が見え、相談しやす
い環境となったためであると考えている。

（特別支援員・保護者アンケート）
・対象児童生徒が安心して学校生活を送るためには、保護者の理解も大切
であるため、保護者とかかわり、特別支援の周知及び理解を得ながら対象児
童生徒を支援していく必要がある。

（教育相談及び心理相談）
・相談件数が多く教育相談及び心理相談の必要性は高いため、今後も引き
続き相談員を配置し、相談室の在室時間を確保するなど児童生徒にとって相
談しやすい環境を整えることで児童生徒の課題解決に向けた支援を行う。

今後の取り組み方針

（特別支援員・保護者アンケート）
・保護者と学校が関わる機会を増やすことで、特別支援に対する保護者の理解獲得に努め、対象児童生徒が安心して学校生活を送れるような環境を作っていく。

（教育相談及び心理相談）
・児童生徒の不登校や発達障害等に関する課題解決のため、引き続き相談員を配置し、相談室の在室時間の確保や相談員と児童生徒のふれあい等による顔の
見える関係構築、また開放的な相談室の環境づくり等を通して、児童生徒が相談しやすい環境を整備し、児童生徒を支援していく。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

44,986 44,986 35,988 8,998 0

中城村
44,986千円

報酬（25人）
39,567千円

共済費（22人）
5,005千円

旅費（22人）
414千円

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○　特別支援員の採用については村の条例規則等に基づき
雇用契約を行っており、妥当であったと考えている。
○　採用人数の減により減額が生じたが、予定していた内容
は実施できたため、予算規模は適正であったと考える。
○　費目・使途については、目的達成に必要な人件費等に
充当し限定されている。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

教員相談員・心理相談員・特別支援員にかかる報酬 ２５人

教育相談員 ３人

心理士 １人

特別支援員 ２１人

特別支援員及び心理士 22人

幼稚園 6人

小学校 12人

中学校 3人

特別支援員 ２１人

心理士１人
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( ） （ ） （ ） （ ）
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教育総務課
事業実施

（予定）年度
平成24～33年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－３－（１）

事業内容 　生徒の学力に応じた学習指導を行うことで、学力（英語）の向上を図るため、中学校に外国人英語指導員を配置する。

市町村名 中城村

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

4－④ 国際理解人材育成事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－５－（４）－ア

国際社会、情報社会に対応した
教育の推進

担当部課名

効果発現年度 　　■当年度　　　　　　　　□後年度（　　　　年度）

実施方法  　 ■直接実施　　　　　□委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

　25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 4,117 4,116 4,116 4,116 4,140

(b)予算現額 4,117 4,088 4,116 4,116 4,041

(c)増減額(b-a) 0 0 0 0 ▲ 99

A．計(b+d) 4,117 4,088 4,116 4,116 4,041

(d)繰越額 － － － － －

うち交付金充当額 3,293 3,270 3,277 3,230 3,232

B．執行済額 4,117 4,088 4,097 4,038 4,041

執行率（％）(B/A) 100.0% 100.0% 99.5% 98.1% 100.0%

次年度繰越額

予算の状況の説明
ほぼ予定どおり予算を執行した。99千円の減額については、英語指導補助員の経験等を考慮し報酬を決定したためで
ある。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

英語指導員配置
中学校 1人

目　標 1人 １人 １人 １人

実　績 １人 １人 １人 １人

４９０時間

達
成
状
況
説
明

・当初目標どおり英語指導員を１名配置できた。
・当初目標どおり490時間の授業支援を行った。

４９０時間
授業支援
中学校　４９０時間

目　標 ４９０時間 ４９０時間

実　績 ４９０時間 ５０１時間

70% 70%

実　績

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
27年度 28年度 29年度

±0ポイント

進
捗
状
況
説
明

・指導員の授業に対しての生徒アンケートで９０％の生徒が肯定的に捉えており、成果目標を上回る結果となった。

89.4% 87% 90%

【H30成果目標】
沖縄県学力到達度調査（英語）において、
県と本村との平均正答率の差
±0ポイント以上

目　標

成果目標
（指標）

及び進捗状況

目標値
（H30 年度）

生徒アンケートにおいて英語への興味関心
が高まった生徒70%

目　標 70%



取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・外国人英語指導員の積極的な取組により、英語理解が深まり、「わかる授
業」や「楽しい授業」へとつながったと考えており、引き続き優秀な指導員を
配置していく事が課題である。
・生徒の英語力を更に高める為、学習意欲を高めていく事が課題である。

・英語環境作りの継続に向け、優秀な指導員の配置及び授業改善と指導力
向上を図る必要がある。
・英語検定等を通して生徒の学習意欲を向上させる必要がある。

中城村
4,041千円

報酬（1人）
3,503千円

今後の取組方針

・定期的な教科会による課題把握や指導法の検討を基にした授業改善や指導の充実を図る。
・生徒の学習意欲の向上に向け、積極的な検定受験等への促しや検定対策の補習活動の充実を図る。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

共済費（1人）
514千円

4,041 4,041 3,232 809 0

予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

旅費（１人）
24千円

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。
○外国語指導員の採用については村の条例規則等に基づ
き雇用契約を行っており、妥当であったと考えている。
○予定していた事業内容はすべて実施された他、活動目標・
成果目標も達成しており、予算規模は適切であったと考え
る。
○費用・使途については事業目的達成の観点から必要な物
なのか等について額の確定時において支出等に関する書類
により確認、適正であった。

○

外国語指導員にかかる報酬費

外国語指導員にかかる共済費

外国語指導員にかかる旅費



( ） （ ） （ ） （ ）
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教育総務課
事業実施

（予定）年度
平成25～29年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－３－（１）

事業内容 生徒の学習意欲を引き出し、学力向上を図るため、放課後学習教室「ごさまる教室」を設置し、補習を中心に学習支援を行う。

市町村名 中城村

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

４－⑤ ごさまる学力パワーアップ事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－５－（３）－ア

確かな学力を身につける教育の
推進

担当部課名

効果発現年度 　　■当年度　　　　　　　　□後年度（　　　　年度）

実施方法  　 ■直接実施　　　　　□委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

　25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 10,322 10,000 10,000 6,695 1,977

(b)予算現額 10,322 10,000 3,279 5,688 2,025

(c)増減額(b-a) 0 0 ▲ 6,721 ▲ 1,007 48

A．計(b+d) 10,322 10,000 3,279 5,688 2,025

(d)繰越額 － － － － －

うち交付金充当額 8,265 8,000 2,573 4,549 1,619

B．執行済額 10,322 10,000 3,217 5,687 2,025

執行率（％）(B/A) 100.0% 100.0% 98.1% 100.0% 100.0%

次年度繰越額 0 0 0 0

予算の状況の説明 ほぼ当初予算どおり、適切に事業を執行できた。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

2７年度 2８年度 29年度 ３０年度

平日講座の実施

目　標 年間40回 月２０日 月２０日

実　績 ９９回 月平均１７日 月平均１６日

達
成
状
況
説
明

・基礎学力が身についていない生徒及び経済的な理由で学習塾へ通えない生徒を対象に、平日講座及び長期休業中補習講座を実施し
た。
・長期休業中補習講座については、夏期及び冬期休業中に実施し、目標を達成できた。

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
27年度 28年度 29年度

長期休業中補習講座

目　標 １０日 １０日 １０日

実　績 2７日 １０日 ２４日

50人／日
平均３０人／

日
平均３０
人／日

実　績 ４８人/日 ２７人 平均13人／日

実　績 １６人／日 ８４人／日 平均１４人／日

成果目標
（指標）

及び進捗状況 長期休業中補習講座

目　標 ６０人／日 ６０人/日
平均６０
人/日

進
捗
状
況
説
明

・基礎学力が身についていない生徒及び経済的な理由で学習塾へ通えない生徒を対象に講座を実施できた。平日講座には、１日平均１
３人、長期休業中補習講座については、１日平均１４人が受講した。

目標値
（　年度）

平日講座

目　標



取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・放課後学習教室の取り組みを通して学習に課題を抱える生徒達の基礎学
力は確実に向上しており、本事業の対象となる生徒（テストの正答率が低い
生徒）が減少してきていることから、学校の補習が中心となる放課後学習教
室の役割は終えたものと考える。しかしながら、今後も学習に課題を抱える
生徒は存在するため、これらの生徒の学力向上に向けた支援を継続させて
いくことが課題となっている。

・本事業による放課後学習教室の取り組みは今年度で終了する。今後は別
事業で学校に配置している学習支援員を活用し、学習に課題を抱える生徒
の学力向上に向けた支援を学校において行っていく。

2,025 2,025 1,619 406 0

今後の取り組み方針

・本事業は今年度で終了し、学習に課題を抱える生徒の学力向上に向けては、学習支援員を活用する。なお、本事業で確立・蓄積された生徒の基礎学力向上に
向けた支援のノウハウ（学習上のつまづきやすいポイントやその克服方法、各生徒の理解に寄り添った支援等）は、学校の教師及び学習支援員に引継ぎ、今後
の授業や学習指導に活用する。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

共済費
248千円

旅費
23千円

中城村
2,025千円

報酬（1人）
1,754千円

受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○学力向上支援員の採用については村の一般職非常勤職
員の任用、勤務条件に関する条例に基づき雇用契約を行っ
ている。
○予定していた事業内容はすべて実施された他、不用額も
発生していないことから、予算規模は適正であったと考える。
○費用・使途については事業目的達成の観点から必要な物
なのか等について額の確定時において支出等に関する書類
により確認、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－

学力向上支援員報酬

学力向上支援員共済費

学力向上支援員旅費



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ( ) ( ) ( )

教育総務課
事業実施

（予定）年度
平成29～33年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－３－（１）

事業内容 村内中学校に学習支援員を配置し、数学を中心とした学習支援を実施することで、学力の向上を図る。

市町村名 中城村

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

４－⑥ 学力向上のための学習支援事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－５－（３）－ア

確かな学力を身につける教育の
推進

担当部課名

効果発現年度 　　■当年度　　　　　　　　□後年度（　　　　年度）

実施方法  　 ■直接実施　　　　　□委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

　29年度 　30年度 　31年度 　32年度 　33年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 17,793

(b)予算現額 5,647

(c)増減額(b-a) ▲ 12,146

A．計(b+d) 5,647

(d)繰越額 －

うち交付金充当額 4,517

B．執行済額 5,647

執行率（％）(B/A) 100.0%

次年度繰越額

予算の状況の説明
執行率100%であり、計画的な予算執行ができた。なお、12,146千円の減額理由は、当初は１２名（小学校９名、中学校３
名）の採用予定であったが、後に計画の変更があり中学校にのみ３名の採用となったこと、また当初予算計画後に給与
の支給形態が変更になり減額になったためである。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

29年度 30年度 31年度 32年度

学習支援員配置
中学校３人

目　標 中学校３人

実　績 中学校３人

達
成
状
況
説
明

 ・学習に課題を持つ生徒に対して支援を行う学習支援員３人を、目標通り配置できた。

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
29年度 30年度 31年度

目　標

実　績

差-4.5Ｐ
以上

実　績 差-4Ｐ　

実　績

成果目標
（指標）

及び進捗状況

目　標

進
捗
状
況
説
明

・課題を抱える生徒への積極的な支援を通して、基礎学力の底上げが進み、その結果県平均値との差を目標値以上にすることができ
た。

目標値
（　年度）

全国学力到達度調査（数学）において、県と
本村との平均正答率の差-4.5ポイント以
上）

目　標



取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・県学力到達度調査などにおいて県平均点との差が縮まっていることから、
基礎力定着は図られていると考えるが、未だ課題の残る生徒はいるため、生
徒の課題に対応できる教師の授業改善や指導力向上及び学習をする習慣
づくり等が課題である。

・学力向上を図るためにも、生徒がわからないところを把握したり、より分かり
やすい授業内容の検討や指導力向上が必要である。

今後の取り組み方針

・校内研修など、教師と学習支援員が授業内容や生徒の状況などについて検討・情報共有できる機会を充実させるとともに、生徒がわからない部分を授業中や
補習等で指導するなど、学校生活の中で一貫した支援を行っていくことで、基礎学力向上を図る。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

5,647 5,647 4,517 1,130 0

中城村
5,647千円

報酬（3人）
4,892千円

共済費（3人）
689千円

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○学力向上支援員の採用については村の一般職非常勤職
員の任用、勤務条件に関する条例に基づき雇用契約を行っ
ている。
○予定していた事業内容はすべて実施された他、不用額も
発生していないことから、予算規模は適正であったと考える。
○費用・使途については事業目的達成の観点から必要な物
なのか等について額の確定時において支出等に関する書類
により確認、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

旅費（3人）
66千円

学習支援員にかかる報酬

学習支援員にかかる共済費

学習支援員にかかる旅費



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

福祉課
事業実施

（予定）年度
平成29～33年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－3－（1）

事業内容
・特別な支援を必要とする子を預かる保育園を対象に、保育士の加配に対する支援を行い、要支援児の保育園での生活の困難の改善を図る。
・心理士による保育園への巡回相談を実施し、特別な支援を必要とする子の保護者や保育士への支援を行い、保護者及び保育士の育児や保
育に関する不安の軽減を図る。

市町村名 中城村

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

4－⑦ 子育て保育支援事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第3章－2－（2）－ｲ

地域における子育て支援の充実

担当部課名

効果発現年度 　　■当年度　　　　　　　　□後年度（　　　　年度）

実施方法  　 ■直接実施　　　　　□委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

　29年度 30年度 31年度 32年度 33年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 30,504

(b)予算現額 29,001

(c)増減額(b-a) ▲ 1,503

A．計(b+d) 29,001

(d)繰越額 －

うち交付金充当額 23,200

B．執行済額 29,001

執行率（％）(B/A) 100.0%

次年度繰越額 0

予算の状況の説明
適切に事業を執行できた。
なお、1,503千円の減額については、当初2人の心理相談員の採用を計画していたが、条件に合う人材が不足しており、1
人のみの採用となったことによるものである。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

29年度

・巡回指導対象保育施設件数
　公立：1ヶ所
　法人：8ヶ所
　認可外：8ヶ所

目　標
公立：1ヶ所
法人：8ヶ所

認可外：8ヶ所

実　績
公立：　1ヶ所
法人：　8ヶ所

認可外：　5ヶ所

達
成
状
況
説
明

概ね当初計画のとおり各保育施設を巡回することができた。
なお、当初の計画では公立１か所、法人８か所、認可外８か所の合計１7か所の保育施設に巡回を計画していたが、指導該当児がいな
い等の理由から巡回希望のない施設が認可外で３か所あったため、14か所の巡回指導となった。

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
29年度

目　標

実　績

目　標 80%

実　績 98%

実　績 92%

成果目標
（指標）

及び進捗状況

対象となる幼児の保護者・保育士へのアン
ケートで、心理士への相談により負担感・不
安感が軽減されたと感じた割合　80％以上

目　標 80%

進
捗
状
況
説
明

巡回指導先の保育士へのアンケートで92％が「良かった」と回答しており、成果目標を上回る結果となった。
対象児の保護者へのアンケートの結果、98％が「良かった」と回答しており、成果目標を上回る結果となった。

目標値
（　年度）

対象となる幼児の保護者へのアンケート
で、加配配置保育士の対応への満足度
80％以上



取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・対象となる児童が在籍していない等の理由により、心理相談員の巡回相談
を希望しない保育園があったが、年度途中に対象児童が入園するケースも
想定され、これらの保育園及び対象児童の保護者に対して必要とする支援
を適切に行うことが課題となっている。

・心理相談員の巡回相談を希望しなかった保育園に対しても、本事業の周知
を随時行い、支援を必要とする保育園及び保護者への相談支援につなげる
必要がある。

29,001 29,001 23,200 5,801 0

今後の取り組み方針

・村内の保育園に対するお知らせや関係者が集まる会議において、心理相談員の巡回相談制度を案内し、相談支援を必要とする保育園が適切に支援を受けら
れるよう周知を行う。また、対象児童の保護者に対しても、保育園入園手続き等の際に巡回相談制度の案内を行い、必要な支援につなげる。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ・補助事業者は支援が必要な子を受け入れが可能な施設で
あるため、妥当であると考えている。
・村の嘱託員設置規定に基づき、支援の必要な子に対し、必
要な保育士及び相談員の配置であり適正な規模であった。
・事業者負担もあり、事業内容から鑑みて妥当であったと考
える。
・費目、使途については精算段階で検査を実施しており、目
的に即し、必要なものであったと判断した。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

中城村

29,001千円

報酬

8,603千円

共済費

1,128千円

補助金

19,198千円

旅費

72千円

相談員

2,400千円

加配保育士

6,203千円

相談員

325千円

加配保育士

803千円

加配保育士

48千円

相談員

24千円

（社）へいあん福祉会

3,840千円

（社）明秀福祉会

9,598千円

（社）陽だまり福祉会

5,760千円



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) 1500人

進
捗
状
況
説
明

・文化財悉皆調査に関しては、当初目標どおり72％（13カ字）分の調査が完了した。
・沖縄戦調査に関しては、目標以上となる82件の記録を取る事ができた。

【H31成果目標】
調査した内容を活用した企画展示会の来
場者数

目　標 ￣ ￣ ― ―

実　績 ￣ 99件 82件

39% 56% 72%

達
成
状
況
説
明

●文化財悉皆調査
久場・安里・北上原の３カ字で、戦前や戦後の中城の状況を中心に聞き取り調査を行い、これらの調査成果をまとめた文化財パンフレッ
トシリーズ№11「中城村戦前の集落 久場」750部、№12「中城村戦前の集落 安里」350部、№13「中城村戦前の集落 北上原」500部、の合
計1,600部を発刊した。
●沖縄戦調査
　村内における沖縄戦に関する聞き取り調査を実施できた。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
27年度 28年度

沖縄戦の調査における記録

目　標 ￣ ￣ 50件

29年度
目標値

（　年度）

悉皆調査率

目　標 39% 56% 72%

実　績

75件

― 実施 実施

実　績 ― ―

【文化財悉皆調査】
調査概報（各字パンフレット）の作成：３字

目　標 ２カ字 ４カ字 ３カ字 ３カ字

実　績 ２カ字 ４カ字 ３カ字

実施 実施

予算の状況の説明
当初予算額からの1,656千円の減額については、文化財パンフレット印刷製本業務及び中城村歴史的資料デジタル化業
務の入札残等によるものである。
また、不用額42千円については、実績によるものである。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

【文化財悉皆調査】
各集落での聞き取り調査の実施

目　標 ２カ字 ４カ字 ３カ字 ３カ字

実　績 ２カ字 ４カ字 ３カ字 ３カ字

３カ字

【中城村沖縄戦調査】
沖縄戦調査員による聞き取り調査

目　標 ―

執行率（％）(B/A) 100.0% 99.2% 99.3% 89.1% 99.8%

次年度繰越額 － － － － －

うち交付金充当額 2,546 5,777 8,067 11,573 16,877

B．執行済額 3,183 7,222 10,085 14,467 21,098

(c)増減額(b-a) 462 864 0 0 ▲ 1,656

A．計(b+d) 3,183 7,278 10,160 16,231 21,140

(d)繰越額 － － － － －

効果発現年度 　　□当年度　　　　　　　　■後年度（　　31　年度）

実施方法  　 ■直接実施　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

　25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 2,721 6,414 10,160 16,231 22,796

(b)予算現額 3,183 7,278 10,160 16,231 21,140

　教育委員会　生涯学習課
事業実施

（予定）年度
平成25～33年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ-３-（２）

事業内容 村内の文化財等の把握及び沖縄戦の記録保存を行い、企画展等を通して周知することで歴史の継承を図る。

市町村名 中城村

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

5－① 文化財悉皆及び中城村沖縄戦調査事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－１－（４）－ア

沖縄の文化の源流を
確認できる環境づくり

担当部課名



受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○委託事業者は指名競争入札で選定しており、妥当と考え
ている。
○不用額は事業費の0.2％程度であり、その内容は消耗品
費等の残りであり、適正な規模であった。
○費目、使途については精算段階で検査を実施しており、目
的に即し、必要なものであったと判断した。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

-

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

（悉皆調査率、沖縄戦記録）
事業の実施に当たっては、対象者に優先順位をつけたうえで聞き取りを行え
ており、文化財悉皆調査、沖縄戦調査ともに目標を達成できてはいるが対象
者となっている人達は高齢のため年々対象者が減少している状況にある。

（悉皆調査率、沖縄戦記録）
優先順位をつけて聞き取りを行ったことで、円滑な調査ができたと考えてい
る。対象者が高齢であることから、引き続き優先順位をつけて円滑に調査を
行っていく。

21,098 21,098 16,877 4,221 0

今後の取り組み方針

（悉皆調査率、沖縄戦記録）
・文化財悉皆調査及び中城村沖縄戦調査は引き続き、未調査の字から地域の事に詳しい高齢者方々のリストを提出してもらい、調査対象者の優先順位を決め、
年次計画に盛り込む。
・文化財悉皆調査は、H31年度までに各字の調査及び文化財パンフレットの発刊を完了し、平成32・33年度で一般普及用や成果を総括した冊子等を発刊する。
・沖縄戦調査は、H31年度までに各字の調査を完了し、平成32・33年度で一般普及用や成果を総括した冊子等を発刊する。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

中城村
21,098千円

悉皆調査は久場・安里・北上原の３カ
字で調査を実施。沖縄戦調査は、登
又・伊集・奥間などで調査を実施。

共済費
2,316千円

嘱託員報酬（８名）

16,600千円
報酬費

16,600千円

嘱託員共済費（８名）
2,316千円 嘱託員の共済費

・消耗品費消耗品費
96千円需用費

895千円

旅 費
210千円

県外旅費
210千円

・沖縄戦に関する資料収集（東京） 2名

×1件

丸正印刷(株)
799千円

・中城村戦前の集落シリーズ印刷製
本

委託料
972千円

委託料
972千円 ・中城村歴史的資料デジタル化業務

備品購入費
105千円

備品購入費
105千円

・デジタルカメラ1台



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

進
捗
状
況
説
明

監視哨の補強、散策道や文化財説明板の設置など、161.8高地陣地の整備工事は計画どおり完了することができた。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

目標値
（30年度）

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
29年度 30年度 31年度

環境整備工
事の完了

目　標

環境整備工事の完了

目　標
環境整備工
事の完了

実　績

目　標

実　績

予算の状況の説明
適切に事業を執行できた。
当初予算額と予算現額の差額+109千円については、資材単価等が値上がりによる工事費増額によるものである。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

29年度 30年度 31年度 32年度

環境整備工事の実施

目　標 実施

実　績 実施

達
成
状
況
説
明

161.8高地陣地の整備工事は計画どおり実施することができた。

執行率（％）(B/A) 89.3% 100.0%

次年度繰越額 － －

うち交付金充当額 1,641 8,588

B．執行済額 2,052 10,736

(c)増減額(b-a) 0 109

A．計(b+d) 2,297 10,736

(d)繰越額 － －

効果発現年度 　　□当年度　　　　　　　　■後年度（３０年度）

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 2,297 10,627

(b)予算現額 2,297 10,736

　教育委員会　生涯学習課
事業実施

（予定）年度
平成28～29年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ-３-（２）

事業内容 中城村に存在する沖縄戦に関する遺跡「161.8高地陣地」において、見学しやすい環境を整備し、歴史の継承を図る。

市町村名 中城村

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

5－② 村内文化財整備事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－１－（４）－ア

沖縄の文化の源流を
確認できる環境づくり

担当部課名



予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

- 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

（環境整備工事の完了）
・161.8高地陣地をイベント等のコースとして設定したり、中城村のホーページやブログ等で情報発信し、認知度向上を図り、多くの人に観覧してもらうことで平和の
尊さを伝えていく。
・定期的に草刈り等の清掃や安全確認のための巡回を行う。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○委託及び工事事業者は指名競争入札で選定しており、妥
当と考えている。
○増額はあったが、単価の増によるものであり、また予定し
ていた事業内容はすべて実施されたため、予算規模は適正
であったと考える。
○費目、使途については精算段階で検査を実施しており、目
的に即し、必要なものであったと判断した。

○

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

（環境整備工事の完了）
・161.8高地陣地跡の周辺環境整備は完了したが、当該遺跡は人目に付きに
くい場所にあるため、来訪者の確保の点で課題がある。
・当該遺跡の周辺は原野となっており、進入路が草に覆われやすい環境と
なっているので、来訪者の安全かつ快適な観覧に課題がある。

（環境整備工事の完了）
・161.8高地陣地は位置的に人目に付きにくい場所にあるため、歴史的に貴
重な遺跡であることを周知する必要がある。
・161.8高地陣地の周辺は原野となっており、草に覆われやすい環境となって
いるので適切な管理を行っていく必要がある。

10,736 10,736 8,588 2,148

今後の取り組み方針

中城村
10,736千円

委託料
1,232千円

(株)真南風
1,232千円

・施工監理委託

工事請負費
9,504千円

喜舎場石材
9,504千円 ・文化財整備工事



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

【H30成果目標】
小中学校への出張講座等に参加した児童
生徒数

100人以上

【H30成果目標】
整備した可動式展示ケースを活用した展示
会等の来場者数

目　標 500人以上

成果目標
（指標）

及び進捗状況

可動式展示ケース４台の作製完了

進
捗
状
況
説
明

当初の目標通り石積み立体パズル及び可動式展示ケースの作成が完了した。

実　績 完了

完了

目　標 完了

目標値
（30年度）

石積みの立体パズル４種類の作製完了
目　標 完了

実　績

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
29年度 30年度 31年度

可動式展示ケース４台の作製
目　標 作製

実　績 作製

予算の状況の説明
適切に事業を執行できた。
当初予算額と予算現額の差額▲373千円については、石積立体パズル模型及び展示ケース作製業務の入札残によるも
のである。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

29年度 30年度 31年度 32年度

石積みの立体パズル４種類の作製
目　標 作製

実　績 作製

達
成
状
況
説
明

計画どおり石積み立体パズル４種類と可動式展示ケース４台を作製することができた。

執行率（％）(B/A) 100.0%

次年度繰越額 －

うち交付金充当額 5,253

B．執行済額 6,567

(c)増減額(b-a) ▲ 373

A．計(b+d) 6,567

(d)繰越額 －

効果発現年度 　　□当年度　　　　　　　　■後年度（３０年度）

実施方法  　 ■直接実施　　　　　□委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

29年度 30年度 31年度 32年度 33年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 6,940

(b)予算現額 6,567

　教育委員会　生涯学習課
事業実施

（予定）年度
平成29年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ-３-（２）

事業内容 沖縄の歴史・文化を次世代へ継承していくため、企画展等に活用する展示物や展示用備品等の整備を行う。

市町村名 中城村

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

5－③ 文化財等展示機能強化事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－１－（４）－ア

沖縄の文化の源流を
確認できる環境づくり

担当部課名



資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○備品購入先の業者は指名競争入札で選定しており、妥当
と考えている。
○減額はあったが、入札残によるものであり、また予定して
いた事業内容はすべて実施されたため、予算規模は適正で
あったと考える。
○費目、使途については精算段階で検査を実施しており、目
的に即し、必要なものであったと判断した。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

- 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

6,567 6,567 5,253 1,314

今後の取り組み方針

（石積みの立体パズル、可動式展示ケースの作製完了）
・護佐丸まつり等の中城城跡で開催されるイベント、護佐丸歴史資料図書館での企画展、小中学校での出前講座で活用していく。また、村民及び関係部署に石
積立体パズルや可動式展示ケースを作成した事を広く周知するため、中城村のホーページや護佐丸歴史資料図書館のブログ、広報誌等で情報発信、活用事例
紹介を行っていく。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

（石積みの立体パズル、可動式展示ケースの作製完了）
・今後は、中城の歴史・文化の情報発信を行っていくため、石積立体パズル
や可動式展示ケースをいかに効果的に活用していくかが課題である。

（石積みの立体パズル、可動式展示ケースの作製完了）
今後は石積立体パズルや可動式展示ケースを活用して歴史文化を知っても
らうため、企画展や出前講座などで活用する必要がある。そのためにも、パ
ズルや展示ケースを整備した事を関係部署や一般に広く周知し、利活用の
促進を図る必要がある。

中城村
6,567千円 石積立体パズル模型

及び展示ケースの製作

ジムキ文明堂(株)
6,567千円

備品購入費
6,567千円



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

市町村名 中城村

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

5－④ 中城文化まつり事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－１－（４）－エ

文化の発信・交流

担当部課名 　教育委員会　生涯学習課
事業実施

（予定）年度
平成26～33年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ-３-（２）

事業内容
郷土の文化を広く村内外に公開し、舞台や展示等の発表を通して村民及び県民への文化の継承と創造発展に寄与することを目的に、中城文化
まつりを開催する。

実施方法  　 □直接実施　　　　　□委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 3,000 3,000

(b)予算現額 2,405 1,799

(c)増減額(b-a) ▲ 595 ▲ 1,201

(d)繰越額 － －

A．計(b+d) 2,405 1,799

B．執行済額 2,405 1,799

うち交付金充当額 1,924 1,438

次年度繰越額 － －

執行率（％）(B/A) 100.0% 100.0%

予算の状況の説明 当初予算額と予算現額の差額▲1,201千円については、実績によるものである。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

29年度 30年度 31年度 32年度

中城文化協会や伝統芸能保存会などの各
種団体の舞台出演

目　標 舞台出演

実　績 舞台出演

中城文化協会などの各種団体の作品出展

目　標 作品出展

実　績 作品出展

達
成
状
況
説
明

平成29年11月11日・12日に第10回中城文化まつりを実施した。
まつりの実施にあたっては、ボランティアスタッフや文化協会の協力もあり各種団体の舞台や作品展など、円滑に進めることができた。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
29年度 30年度 31年度

目標値
（　年度）

来場者数

目　標
来場者
1,500名

実　績 来場者4,200名

目　標

実　績

進
捗
状
況
説
明

中城村文化協会を中心に一般個人やプロの芸術家、各種団体に参加してもらい平成29年11月11日（土）・12日（日）に中城文化まつりを
開催した。展示出展者数約130名、舞台部門出演数13団体（個人含む）が参加し、来場者も成果目標を上回ることができた。
村内各種団体や村内在住者への一般応募だけでなく、新たに村内保育所や地域自治会、各種教室などに舞台出演や作品展示依頼な
ど、これまでにない取り組みを行ったことで成果目標を上回ることができたと考えられる。

効果発現年度 　　■当年度　　　　　　　　□後年度（　　　　年度）



取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

（来場者数）
・まつりを実施し、前回の来場者数を大きく上回ることができた。ホームペー
ジや広報紙・メディアなど、周知を広く行ったためと考えられる。
・民俗芸能団体との日程調整が難航したことから、前回開催時より民俗芸能
団体の出演数が少なかった。

（来場者数）
・来場者数が目標を上回っており、文化振興に資していると考えるため、今後
の開催時も村内外へのまつりの周知を積極的に行う。
・出演候補者との日程調整を円滑にできるようにする取組が必要。

今後の取り組み方針

・出演者数や出展者数を増やすため、早い時期からホームページや護佐丸歴史資料図書館のブログ、広報紙等で情報発信を行っていく。
・まつりの実施日等の決定時期を早めるなど、民俗芸能保存団体との日程調整や出展者の募集を円滑に行えるような事業進行を図る。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

1,799 1,799 1,438 361 0

受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○支出先には文化振興に資するまつりを開催する団体を選
定しており、支出先として妥当であると考える。
○予算規模については、必要最小限の経費を積算したが、
実施段階で経費節減に努めた結果、不用額を減額したが適
正な規模であったと考えている。
○費目・使途については、事業目的達成の観点から必要な
ものなのか等については精算段階で監査を実施しており、目
的に即し、必要なものであったと判断した。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

-

中城村
1,799千円

補助金
1,799千円

文化まつり実行委員会
1,799千円

文化まつり補助金
報償費、需用費、使用料及
び賃借料等



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

市町村名 中城村

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

5－⑤ 中城村地域多世代交流活性化事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－１－（４）－ウ

文化活動を支える基盤の形成

担当部課名 企画課
事業実施

（予定）年度
平成29～33年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－３－（２）

事業内容  組踊等の文化活動・継承等の場として活用されている施設の環境改善を図るため、空調整備を行う。

実施方法  　 □直接実施　　　　　□委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

29年度 30年度 31年度 32年度 33年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 3,500

(b)予算現額 2,381

(c)増減額(b-a) ▲ 1,119

(d)繰越額 －

A．計(b+d) 2,381

B．執行済額 2,340

うち交付金充当額 1,872

次年度繰越額 0

執行率（％）(B/A) 98.3%

予算の状況の説明
当初予算から予算現額の差額1,119千円については、契約額との差額を減額したことによるものである。また、不用額41
千円については実績によるもので、適切な予算執行に努めた。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

29年度 30年度 31年度 32年度

補助による地域施設への空調整備

目　標 整備実施

実　績 整備実施

目　標

実　績

達
成
状
況
説
明

補助対象団体へ補助を実施し、空調整備を実施した。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
29年度 30年度 31年度

目標値
（　年度）

補助による地域施設への空調整備完了

目　標 完了

実　績 完了

目　標

実　績

進
捗
状
況
説
明

組踊などの文化活動・継承を精力的に実施している施設において空調整備が完了した。
沖縄特有の暑さなどによる活動環境が改善され、より文化活動・継承促進を図る環境が整備された。

効果発現年度 　　□当年度　　　　　　　　□後年度（　　　　年度）



取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

（補助による地域施設への空調整備完了）
地域独自の伝統芸能（組踊）や各種文化活動等の練習や発表の場として活
用されている地域施設への空調整備が完了したことにより、施設の環境が
改善されたが、伝統芸能の継承や住民の文化活動による交流推進に向けて
当該施設が有効に活用されることが課題である。

（補助による地域施設への空調整備完了）
組踊等伝統芸能の継承や住民の文化活動による交流推進に向け、伝統芸
能や文化活動の発表会等を企画することにより、組踊等の練習による施設
利用を促進する。

今後の取り組み方針

（補助による地域施設への空調整備完了）
伝統芸能等継承活動の一環として、H30年度は国立劇場おきなわにおいて組踊公演を実施し、これに向けた練習場所として地域施設を活用するなど、伝統芸能
や文化活動の場として施設の利用推進を図る。

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

2,340 2,340 1,872 468

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

南上原自治会補助金
2,340千円

空調補助に係る経費の補助

○支出先には伝統芸能継承活動の場となる施設を管理運
営する団体を選定しており、妥当であると考える。
○予定していた事業内容はすべて実施され、活動目標、成
果目標も達成しており、予算規模は適正であったと考える。
○対象施設が伝統芸能継承に資する面や、団体側の負担も
あることから、負担関係は妥当であると考える。
○費目・使途は、精算段階で検査を実施しており、事業目的
に即し必要なものに限定されていると判断した。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

補助金
2,340千円

中城村
2,340千円

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

市町村名 中城村

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

6－① 島ニンジン栽培研究事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－(７)－ウ

農林水産物の安全・安心の確立

担当部課名 農林水産課
事業実施

（予定）年度
平成27～31年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－1－(4)

事業内容 伝統野菜である島ニンジンの品質及び生産量の向上を図るため、島ニンジンの品種改善及び栽培方法の確立に向けた調査研究を実施する。

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

　27年度 28年度 29年度 28年度 29年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 7,242 8,870 2,594

(b)予算現額 6,707 8,627 2,553

(c)増減額(b-a) ▲ 535 ▲ 243 ▲ 41

(d)繰越額 － － －

A．計(b+d) 6,707 8,627 2,553

B．執行済額 6,159 7,150 2,516

うち交付金充当額 4,926 5,719 2,012

次年度繰越額 － － －

執行率（％）(B/A) 91.8% 82.9% 98.6%

予算の状況の説明
計画的な予算執行に努め、事業を遂行した。
41千円の減額については、研究期間の見直しにより人件費を減額したためである。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

29年度 30年度 31年度 32年度

島ニンジンの根長35cm以上、黄色個体比
率90%以上の改良集団の作成

目　標 実施

実　績 実施

収穫後の外的環境による根色の変化に関
する調査

目　標 実施

実　績 実施

島人参の栽培密度の確立

目　標 確立

実　績 確立

達
成
状
況
説
明

・島ニンジンの選抜を行い、優良な個体の改良集団を作成した。
・栽培密度試験では、6区の密度区を設定し、島ニンジン栽培に適した密度間隔を確立した。
・根色の変化に関する調査では、48時間以上の光照射により変化を起こすことが確認できた。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
29年度 30年度 31年度

目標値
（　年度）

研究成果報告書の作成
目　標 作成

実　績 作成

島ニンジン栽培研究事業において、改良集団の作成、栽培密度実験、根色の調査を研究内容として取り組み、計画的に試験を行いそれ
ぞれの研究内容の成果を報告書にまとめることができた。

効果発現年度 　　□当年度　　　　　　　　□後年度（　　　　年度）

進
捗
状
況
説
明



受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○研究事業委託については、栽培研究を専門とする琉球大
学へ地方自治法施行令176条の2に基づき随意契約をしてお
り妥当であったと考える。
○予定している事業内容は実施され、活動目標、成果目標
もほぼ達成しており、予算規模は適正であったと考える。
○費目・使途については、事業完了後に検査を行い、事業
目的に即し必要なものであったと判断する。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－

改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

（研究成果報告書の作成）
・島ニンジン研究事業により、栽培指針の基礎資料となる研究報告書を作成
できたため、今後は研究成果をいかに農家へ普及し村全体で品質及び生産
量を向上させていくかが課題である。

（研究成果報告書の作成）
・優良な島ニンジンの産地として農業振興を図るため、研究成果である島ニ
ンジンの種子及び栽培方法を農家に普及させていく必要がある。

今後の取り組み方針

（研究成果報告書の作成）
・優良な品種の種子の保存を行い農家へ提供し、また島ニンジン栽培マニュアルの作成・普及を実施するなど、研究成果を農家に普及させていくことで、栽培方
法の統一を図り、品質の向上及び生産量の拡大を図る。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

2,516 2,516 2,012 504

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化）

島にんじん栽培研究を委託
中城村

２，５１６千円
国立大学法人 琉球大学

２，５１６千円
委託料

２，５１６千円



( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

6台

実　績 6台

農林水産課
事業実施

（予定）年度
平成29年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－1－(4)

事業内容 中城村の特産品である島ニンジンの生産振興に向け生産農家の負担軽減を図るため、島ニンジン洗果機の整備を行う団体へ補助を行う。

市町村名 中城村

平成２９年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

6－② 護佐丸島むん農業活性化事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－(７)－ア

おきなわブランドの確立と生産供
給体制の整備

担当部課名

(a)当初予算額 3,873

実施方法  　 □直接実施　　　　　□委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

　29年度 30年度 31年度 32年度 33年度

予
算
の
状
況

(c)増減額(b-a) ▲ 233

(b)予算現額 3,640

A．計(b+d) 3,640

(d)繰越額 －

うち交付金充当額 2,912

B．執行済額 3,640

執行率（％）(B/A) 100.0%

次年度繰越額 －

予算の状況の説明
計画的な予算執行に努め、事業を遂行した。なお、233千円の減額については、契約額との差額を減額したことによるも
のである。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

29年度 30年度 31年度 32年度

洗果機整備費の支援6台

目　標 実施

実　績 実施

達
成
状
況
説
明

農業機械の購入に向け、補助事業者に対し計画的に適正な補助金交付を行なうことができた。

【H30年度成果目標】
・島ニンジンの出荷作業に関する負担感が
軽減されたか（80％以上）を含め、農家へ
のアンケートや聞き取り調査等により本事
業を検証する。

目　標

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H29成果目標（指標）
基準値

（　年度）
29年度 30年度 31年度

目標値
（30年度）

進
捗
状
況
説
明

島ニンジン洗果機導入に向け補助事業に取り組み、計画した6台の導入を達成できた。

80％以上

洗果機6台の導入

目　標

効果発現年度 　　□当年度　　　　　　　　■後年度（３０年度）



取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

（島ニンジン洗果機6台）
・収穫から出荷までに労力及び時間を要する島ニンジン農家の負担軽減を
図るため、JAおきなわへ補助を実施し、島ニンジン洗果機を導入できたが、
今後は導入した洗果機を適切に管理・活用していくことが課題である。

（島ニンジン洗果機6台）
・整備した島ニンジン洗果機について、ＪＡおきなわが適切に管理し、島ニン
ジン農家に有効に活用させることで、農家の負担軽減につなげていく必要で
ある。

3,640 2,912 728

今後の取り組み方針

（島ニンジン洗果機6台）
・島ニンジン洗果機の適切な管理・活用に向け、定期的な整備点検や正しい使用方法の指導を行うようＪＡおきなわに対して適宜助言等を行い、農家に洗果機を
有効活用させることで農家の負担軽減につなげていく。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○支出先には農業の拠点となる団体を選定しており、妥当で
あると考える。
○予定していた機械導入はすべて実施され、活動目標、成
果目標も達成しており、予算規模は適正であったと考える。
○費用・使途については事業目的達成の観点から必要な物
なのか等について額の確定時において支出等に関する書類
により確認、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－

3,640

島にんじん洗果機の購入補
助

中城村
３，６４０千円

沖縄県農業協同組合

３，６４０千円
補助金

３，６４０千円


